














































































































































































































































































































































































































































































































































































促進要因 改善群 団改善群 P値
塩分摂取量測定
嗜好調査
味覚調査
食事記録
調査結果報告
講話（高血圧の病態生理）
グループワーク
減塩メニュー紹介
塩分早分かりの本
減塩の個人目標設定・宣言
励ましの手紙
中間塩分摂取量測定
家族の協力
3．8±O．4
3．0±O．6
3．1±O．7
3．1±O．6
3．7±O，5
3．3±1，1
3．1±O．8
2．9±1．1
3．4±O．7
3．1±1．0
3．6±O．5
3．4±1．1
2．6±1．0
3．5±O．6
2．9±O．3
2．8±O．4
3．1±O．7
3．3±O．6
3．1±O．6
3．1±O．3
3．1±O．8
3．4±O．6
2．6±1．0
3．2±O．6
3．1±O．4
2．4±1．2
SSSSSSSSSSSO2SNNNNNNNNNNNαN
平均値±SD
続けている」者は0人（0．0％）から9人（64．3％）
に増加し，「すぐに（1ヶ月以内）始めようと思
っている」者は2人（14．3％）から1人（7．1％）
に，「いずれ（6ヶ月以内）始めようと思ってい
る」者は2人（14．3％）から0人（0．0％）に，「今
のところ始めるつもりはない」者は8人（57．190）
から1人（7．19b）に減少した．
　非改善群では，「6ヶ月以上続けている」者が，
4人（25．0％）から3人（18．8％）に減少し，「6ヶ
月未満続けている」者は0人（0．09b）から8人
（50．0％）に増加し，「すぐに（1ヶ月以内）始め
ようと思っている」者は2人（12。5％）から1人
（6．3％）に，「いずれ（6ヶ月以内）始めようと思
っている」者は4人（25．0％）から3人（18．8％）
に，「今のところ始めるつもりはない」者は6人
（37．5％）から1人（6．3％）に減少した．両群と
も減塩行動変容ステージは前進傾向にあった．
2）個人目標の達成度
　約3ヶ月間の減塩行動に対する個人目標の達成
度は，改善群は68．6±19．1％，非改善群は62．9±
24．6％達成できたと回答し，改善群の方が高い値
であったが有意差は見られなかった．
3）減塩行動継続の自信度
　対象者の表出する今後の減塩行動を継続する自
信度を示した．改善群は67．9±20．4％，非改善
群は60．9±22．1％自信があると回答した．2群間
での有意差は見られなかった．
4）減塩行動の促進要因の評価
　減塩行動を促すと思われる13項目の介入の評
価について，表3に示した．扁虫間比較では，
「食事記録」と「減塩メニュー紹介」以外の11項
目すべてで，改善群のほうが高い評価を示し，そ
のうち「中間塩分摂取量測定」は，改善群の評価
点が有意に高かった．改善群，非改善群ともに，
最も高い評価点が見られたのは「塩分摂取量測定」
であった．次いで，改善群では「調査結果報告」，
「励ましの手紙」の順に高い評価点が見られ，非
改善群では，「塩分早分かりの本」，「調査結果報
告」の順に高い評価点が見られた．
考　　察
　本調査の対象者31人のうち，介入後に約半数
の14人で塩分i摂取量が減少していた．これら改
善群と，塩分摂取量が減少しなかった非改善群に
ついて，生体への影響や減塩行動の要因などにつ
いて比較検討した．
1．減塩が及ぼす生体への影響
　改善群，非改善三間の比較において血圧の変化
量に有意差はなく，先行研究より塩分摂取量の減
少によって血圧が低下した報告があるが16・　17＞，本
調査では塩分摂取量の減少は血圧に影響しなかっ
たと考えられる．それは1日3g以上の減塩をは
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かると降圧効果が期待できるとの田中らユ8）の報
告から，今回は血圧低下に至らしめるほどの減塩
量ではなかったためと考えられる．また，評価時
期が3ヶ月後であり，他の報告17＞と比較しても，
短期間であったため，塩分摂取量の減少が血圧の
低下に至らなかったのではないかと考えられる．
今回は調査期間が夏場に向かっていたため，季節
的な影響を受けやすかったことが考えられた．し
かしながら，有意な差ではないが，非改善群は就
寝前血圧が上昇していたのに対し，改善群は全体
的に減少しており，長期の調査期間を設けること
で，塩分摂取量の減少により血圧が低下する可能
性は十分にあり，血圧の季節変動を考慮しながら
調査を進めていく必要がある．
　味覚識別能及び嗜好塩分濃度の変化量は，両型
間で有意差はなく，塩分摂取量の減少がそれらに
影響したとは論じ難い．血圧と同様に，評価時期
が3ヶ月後と短期間であり，塩分摂取量の減少に
より，すぐに味覚識別能や嗜好塩分濃度の改善に
至らなかったと考えられる．しかし，保健指導を
受けることによって味覚識別能が改善した報告1。）
があり，本調査でも，改善群はすべての味覚にお
いて有意な差ではないが，．閾値の低下が見られた
ことから，それらが改善する可能性は十分に考え
られる．今後は年齢19），喫煙①などの要因の影響
も考慮しながら，長期的な調査を進めていく必要
がある。また，嗜好塩分濃度に関しては，介入前
の調査でほとんどの対象者がすでに0．6％と薄味
を嗜好しており，改善する余地の少ない集団であ
ったことや，塩分濃度の設定間隔が0．3％と大き
かったことから，改善効果を十分反映させること
ができなかったと考えられる．
2．対象者による減塩プログラムの評価
　減塩行動変容のステージ別割合を介入前後で比
較すると，もともと改善群の方が無関心期の者が
多かったにも関わらず，介入後は実行期，維持期
の者が8割以上を占め，一方，非改善群では6割弱
に留まっていた．従って行動変容ステージを進め
るような介入をすることの意義をあらためて確認
することができた．一般的に，人が行動変容を起
こしてそれが維持されるには，変化のステージモ
デルの「無関心期」，「関心期」，「準備期」，「実行
期」，「維持期」の順に段階的に各ステージを移動
すると言われている21）が，今回は3ヶ月という短
期間にも関わらず，特に無関心期の者の多くは，
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変化のステージを一気に実行期・維持期に移行す
ることができていた．無関心期の者のステージを
殺階的にあげるためには，病気や減塩行動に対す
る知識を増やして行動変容することの利点，しな
いことのリスクを説明したり，考えや気持ちを表
現してもらったりする働きかけが必要であると言
われている22・　23）．今回の介入では，集団教育で減
塩の必要性を指導したり，個別教育で対象者の個
別の調査結果をもとに減塩の計画を立てたり，グ
ループワークで各々の考えや実践方法を話し合っ
たりした．これらが特に無関心期の者に対して，
先述したような働きかけにつながったのではない
かと考えられる．
　さらに，減塩行動の促進要因の評価に着目する
と，改善群では「塩分摂取量測定」，「調査結果報
告」，「励ましの手紙」の評価が非改善群よりも高
く，特に「中間塩分摂取量測定」においては非改
善群より有意に高い評価であった．先行研究5・　24）
よりセルフモニタリングの有用性は明らかにされ
ており，今回の「塩分摂取量測定」や「中間塩分
摂取量測定」は，前日の食事記録と合わせること
で，より効果的なセルフモニタリング効果を発揮
したと推測される．さらに「励ましの手紙」は，
中間塩分摂取量測定での結果をフィードバックさ
せる意義や，目標の確認と励ましの意義があった．
改善群はそれらを刺激として取り入れ，減塩行動
に反映させることができたと示唆された．
　また食事記録と塩分摂取量の自己測定は，一日
の塩分摂取量を前日の食事内容と連動させて，翌
日に観察できることから，成功体験を実感し，自
己効力感が得られやすい．その繰り返しによって
減塩行動が定着し，あわせて「励ましの手紙」によ
る言語的説得からの自己効力感の促進によって減
塩行動が強化されていったのではないかと考えら
れる．減塩指導の長期効果のメタ解析によると，
一年以内の介入研究では塩分摂取量，血圧ともに
一・椏Iに改善効果が見られたが，5年春わたる調
査では改善効果が小さくなっているとの報告25）
もあり，行動変容を長期にわたって継続していく
ことは，容易なことではない．しかし，本調査結
果から，セルフモニタリングやフィードバックを
用いた定期的な介入を長期にわたり行っていくこ
とで，減塩行動の強化，継続が期待できるのでは
ないかと考えられる．
　塩分食習慣得点は，改善群のほうがもともと若
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干低い得点ではあるものの，煙管の比較において
有意義はなかった．また，非改善群も塩分食習慣
得点が改善していたことから，塩分食習慣得点の
改善が，塩分摂取量の減少に直接影響しなかった
と考えられる．今回の塩分食習慣得点の7項目は，
食生活全体の塩分摂取量を十分に反映していない
ことが考えられ，塩分摂取量を十分反映できる食
習慣調査項目を検：討する必要がある．
　個人目標達成度を比較すると改善群のほうが高
い値ではあったが，両寸間における有意差は見ら
れなかったことから，目標の設定が塩分摂取量の
減少に影響しなかったと考えられる．その理由と
して，設定した個人目標は「腹八分目にする」
「麺類の汁を残す」など，食習慣全体を反映させ
る内容ではなかったため，目標の達成が必ずしも
塩分摂取量の減少に至るものではなかったことが
考えられる．よって，最初の個人目標の設定は，
実施しやすく自己効力感を得られやすい内容に
し，段階的に目標を上げて食事全体に反映するよ
うな内容にする，といったように長期的な介入を
前提として，目標内容を検討していく必要があ
る．
　減塩行動の継続自信度では両懸ともに6割以上
の自信度であり，減塩の継続に対する自信がある
ことが伺えた．先述したように減塩行動変容ステ
ージや塩分食習慣得点など，減塩行動に関しては
両群とも改善されており，それらの達成感が継続
自信度の向上につながったのではないかと考えら
れる．
　対象者の特性に注目すると，大多数はこれまで
に保健指導を受けた経験が少ない者であった．職
域保健において，一般健康診断は広範な事業所で
進められるようになってきたが，健診結果に応じ
た管理や指導は十分でないと言われており26），本
調査の対象者も同様であると考えられる．よって，
指導を受けた経験が浅く，今回の取り組みが新鮮
であったことや，対象者に壮年期の者が多く，理
解度の高い集団であったため，動機付けが速やか
に行われたのではないかと考えられる．従来の健
康診断後の保健指導は，要観察者に対しては個別
的に指導するのが一般的である．しかし，今回は
さらにN町の職場における衛生委員会の取り組み
の一環であったことや，介入方法に集団教育やグ
ループワークを取り入れたことで，グループダイ
ナミクスを活用でき，職場全体に健康づくりの雰
囲気が生まれ，皆でそれを共有し，減塩行動の促
進と継続につながったのではないかと考えられ
た．平成20年度に職域においても特定健診，特
定保健指導が開始され，確実な行動変容を伴う成
果が求められている．それらをより効率的に進め
ていくためには，先述したようなセルフモニタリ
ングやフィードバックを活用した介入，グループ
ダイナミクスを活用し，職場全体の雰囲気づくり
を狙いとして集団プログラムの導入，情緒的支援
や手段的支援が得られやすいような職場環境の整
備等が有効な手段と考えられる．
結　　語
　本研究では減塩行動を継続させるために必要な
支援を検討することを目的として，T県N町の町
職員31名に健康教育やセルフモニタリングを活
用した介入を行い，塩分摂取量が減少した改善群
と，減少しなかった非改善群を比較し，減塩行動
継続の支援方法を検討した．さらに塩分摂取に関
連する要因として，減塩による味覚や塩分嗜好，
血圧への影響についても調査・検討を行った．そ
の結果，介入後，血圧，味覚識別能，嗜好塩分濃
度，塩分食習慣得点は，改善群，非改善群ともに
低下し，早朝収縮期血圧は有意に低下した．また，
減塩の行動変容ステージは，改善群，非改善群と
もに進んだが，改善群のほうがより大きく改善し
ており，本プログラムの有効性が確認された．減
塩行動の動機づけになった要因として，「中間塩
分摂取量測定」においては改善群が有意に高い評
価をしており，セルフモニタリングの意義が確認
された．
　稿を終えるにあたり，研究対象者として参加いただ
いた被験者の皆様，また，本研究を進めるにあたり，
ご協力いただきました関係者の皆様方に心より感謝申
し上げます，
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